
大都市圏その他特定地域への集中防止策等に係る法令等

（特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する分野別の方針）

第二条の四 法務大臣は、基本方針にのつとり、人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の

確保を図るべき産業上の分野を所管する関係行政機関の長並びに国家公安委員会、外務大臣及び厚生労働大臣（以下こ

の条において「分野所管行政機関の長等」という。）と共同して、当該産業上の分野における特定技能の在留資格に係る制

度の適正な運用を図るため、当該産業上の分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「分野

別運用方針」という。）を定めなければならない。

〈 入 管 法 第２ 条 の４ 第 １項 〉

特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することを防止する上で、必要な措置を講じるに当

たっては、法務省、厚生労働省等の関係機関及び分野所管行政機関は、必要な情報連携を図り、特定技能外国人の地域へ

の集中状況や、人材が不足している地域の状況の把握に努め、多角的な視点に立った検討を行うものとする。

分野所管行政機関は、各地域の事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう、本制度の趣旨や優良事例を全国

的に周知するとともに、地方における人手不足の状況を把握し、分野別の協議会を設置するなど必要な措置を講じる。

〈 「 特 定 技能 の 在留 資 格に 係 る制 度 の運 用 に関 す る基 本 方針 に つい て 」
（ 平 成 ３０ 年 1 2 月 2 5 日 閣 議決 定 ）別 紙 ４（ ４ ） オ >

各分野で「大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することとならないようにするために必要な措置」を記述

例）別紙１介護分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（抜粋）

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項

（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することとならないようにするために必要な措置

国において、地域医療介護総合確保基金を活用し、「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」等、地域の実情

に応じ都道府県が実施する介護人材確保の取組を支援する。

また、厚生労働省は、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知するとともに、地方における人手不足の状況について、地域

別の有効求人倍率等による定期的な把握を行い、必要な措置を講じることによって、各地域の事業者が必要な特定技能外国

人を受け入れられるよう図っていく。

〈 「 特 定 技能 の 在留 資 格に 係 る制 度 の運 用 に関 す る方 針 」（ 令 和２ 年 ２月 2 8 日 閣議 決 定） >
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